
 

第１０号議案 

令和８年度藤枝市水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和８年度藤枝市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給 水 件 数                      ６０，９３３ 件 

（２） 年 間 総 給 水 量                      １５，７８０千  

（３） 一 日 平 均 給 水 量                      ４３，２３３  

（４） 主要な建設改良事業 

   ア 配 水 管 布 設 費                     ４８４，７１６千円 

   イ 水源施設改良事業費                    ４９０，５４２千円 

   ウ 固 定 資 産 購 入 費                      ２２，８１２千円 

    

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収  入 

第１款 水道事業収益        ２，４１１，０００千円 

第１項 営 業 収 益        ２，２６１，７３７千円 

第２項 

   

営 業 外 収 益 

 

         １４９，２６３千円 

         

                   

支  出 

第１款 水道事業費用              ２，３１２，０００千円 

第１項 営 業 費 用        ２，１９９，１７８千円 

第２項 営 業 外 費 用          １０７，８２２千円 

第３項 予 備 費            ５，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額 

が資本的支出額に対して不足する額１，１７３，０００千円は、当年度消費

税及び地方消費税資本的収支調整額７５，１２０千円、建設改良積立金３７

１，０００千円、過年度分損益勘定留保資金４３０千円及び当年度分損益勘

定留保資金７２６，４５０千円で補塡するものとする。）。
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収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ３３６，０００千円 

第１項 企 業 債 ２３０，６００千円 

第２項 工 事 負 担 金 １０１，９１７千円 

第３項 補 助 金 ３，４８３千円 

 

支  出 

 

 

第１款 資 本 的 支 出 １，５０９，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 ９９８，０７０千円 

第２項 企 業 債 償 還 金 ５０９，９３０千円 

第３項 予 備 費 １，０００千円 

   

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

 

事  項 期 間 限 度 額 

泉町配水 場自家発 電設備更新

工事  
令和9年度 

千円 

 

135,000 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお 

 りと定める。 

 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利    率 償 還 の 方 法        

建設改良費 

千円 

 

 

 

 

 

 

230,600 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

 

 

 

公的資金 

指定利率 

 

その他 

 ５．０％以内 

 

 ただし、利率見

直し方式で借入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後にお

いては、当該見直

し後の利率によ

る。 
 

 

公的資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合は、そ

の債権者との協議

による。 

 

 ただし、企業財

政の都合により償

還期限を短縮し、

若し く は 繰 上償

還、又は低利に借

換えることができ

る。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、営業費用と営業外

費用の間の流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金  

 額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会  

 の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                 ２１６，５６８千円 
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 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、７５，４７６千円と定める。  
 

 

   令和８年２月１６日提出 

 

                 藤枝市長    北 村 正 平 
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

受 取 利 息

及 び 配 当 金

5

4 長期前受金戻入

3,791

1,479

雑 収 益

119,061

6 国庫県費補助金

2 18,687

2

4,5001

149,263

加 入 金

3

2,183,506

35,402

給 水 収 益

42,829

1

令和８年度藤枝市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 目

1 2,411,000

2,261,737

収　　　　　入

款

2

営 業 収 益1

水 道 事 業 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

営 業 外 収 益

3 他 会 計 負 担 金 1,745
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

107,8222

5,000

3

営 業 外 費 用

40,000

64,273

予 備 費

予 備 費 5,000

1

100その他営業費用7

2,312,000

2,199,178

706,003

190,113

21,384

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

1 833,676原水及び浄水費

1

1

支　　　　　出

項 目款

48,5033

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

5

6

2

4

399,399配水及び給水費

受 託 工 事 費

2

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

雑 支 出

1

3,549
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

3,483

1

3

2

資 本 的 収 入1

工 事 負 担 金

336,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目

収　　　　　入

項款

国庫県費補助金

1

1 工 事 負 担 金

230,600

101,917

101,917

230,600企 業 債1

企 業 債

補 助 金

3,483
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（単位：千円）

予 定 額 備 考

水 源 施 設

改 良 事 業 費

1 予 備 費 1,000

款

1 資 本 的 支 出

目

支　　　　　出

項

1

1

建 設 改 良 費1

509,930

2

企 業 債 償 還 金

配 水 管 布 設 費

1,000

1,509,000

998,070

484,716

490,542

22,812

509,930

固定資産購入費

予 備 費

2

企 業 債 償 還 金

3

3
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 46,285

減価償却費 706,003

固定資産除却費 21,284

貸倒引当金の増減額(△は減少) 300

賞与引当金の増減額(△は減少) 25

長期前受金戻入額 △ 119,061

受取利息及び受取配当金 △ 4,500

支払利息 64,273

未収金の増減額(△は増加) 21,260

未払金の増減額(△は減少) 10,231

たな卸資産の増減額(△は増加) △ 3,400

742,700

利息及び配当金の受取額 4,500

利息の支払額 △ 64,273

682,927

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,064,852

国庫県費補助金による収入 123,528

工事負担金による収入 109,614

△ 831,710

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 230,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 509,930

△ 279,330

4 資金増減額(△は減少) △ 428,113

5 資金期首残高 2,491,813

6 資金期末残高 2,063,700

財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

令和８年度藤枝市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
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 １   総   括

（単位：千円）

※注1　<>は、会計年度任用職員数（パートタイム）の外書き
※注2　()は、再任用短時間勤務職員数の外書き

（単位：千円）

1,328 

児 童 手 当

162,682 

－  

92 

－  

住 居 手 当

10 

管 理 職 手 当

合 計そ の 他

－  148 

4,035 

3,873 

△686 834 

2,630 

2,538 

52,558 

164,010 

53,738 

216,420 

135,005 

－  －  

－  

648 －  

648 

－  

△1,107 －  

特 殊 勤務 手当時間外勤務手当

△1,180 △73 

－  

△ 222 

421 907 

－  

△600 △507 

55,115 

－  

38,795 

<->

- 

合　計

－  
<6>

21 

6 

－  

(1) 74,708 

<->

－  

資本勘定支弁職員

15 
(1)

43,875 

37,961 

9,863 

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

比 較 －  

本 年 度

100 

－  －  

区 分

本 年 度

24,535 21,234 

△ 441 

100 

夜 間 勤 務 手当

－  

3,522 

3,395 

区 分

本 年 度

3,145 

－  

前 年 度 －  －  

退 職 手 当

前 年 度

比 較

10 

休 日 勤務 手当

△ 48 

管 理 職 員
特別 勤務 手当

△ 162 127 

勤 勉 手 当

24,487 20,793 

755 

12,000 

19,593 

3,148 

2,846 

3,601 

扶 養 手 当

合　計

地 域 手 当

前 年 度 12,222 

合　計

－  

－  

(-)

611 

比 較 3 

区 分 期 末 手 当 通 勤 手 当

28,098 

42,768 

(-)
15 

23,682 19,086 

79,279 55,726 

9,790 

29,005 

<->

<6>

<6>

職   員   数

一般職(人)

法 定
福 利 費

計給 料

－  
<6>

(-)
6 

職員手当

177,773 
21 

－  

- 

<->

- 

－  

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

△790 104 (△1)

24,282 

(△1)

給　 与　 費　 明　 細　 書

<->
(-)

(-)

103,751 

216,568 

－  損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

102,961 74,812 

－  －  

134,584 

損益勘定支弁職員

△190 

区       分
給 与 費

前

年

度

比

較

特別職(人)

178,459 

79,469 

本

年

度
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２   給料及び職員手当の増減額の明細

平均給料月額 平均給料月額
×改定率 給与改定率
×職員数 職員数
×12月

本年度支給額が 本年度支給額が
前年度支給額を 前年度支給額を
上回る職員の数 上回る職員の数
　×平均増加額
　　×12月 平均増加額

期末手当 2.5月 → 2.525月
改定分

勤勉手当 2.1月 → 2.125月

はね返り分

職員の変動等

児童手当

職員手当 104 

その他の

増 減 分
△1,826 

扶養手当 3千円

地域手当 671千円

127千円

182千円

492千円

休日勤務手当

時間外勤務手当 401千円

給　料

3千円

21人

182千円

地域手当 84千円

期末手当 586千円

315,771円
3.46%

21人

3,667円

給与改定に

伴う増減分
1,930 

364千円

勤勉手当

1,566千円

千円 千円

昇給に伴う

増 加 分
925 

△790 

その他の
増 減 分

△4,526 

給与改定に

伴う増減分
2,811 

　職員の変動等

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　考

△3千円休日勤務手当

92千円

通勤手当

△623千円

△816千円

△1,115千円

住居手当 △162千円

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当
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 ３　給料及び職員手当の状況

　(１)　職員一人当たりの給与

　(２)　初　任　給

平均年齢（歳・月）

39.07

305,565

一 般 行 政 職

325,995

365,607

39.00

区　　　　　　　　分

令和7年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳・月）

令和8年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

347,701

大 学 卒

一般行政職
一般行政職

円 円

高 校 卒

区 分
国の制度

206,700 200,300

236,700 232,000
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　(３)　級　別　職　員　数

　（級別の基準となる職務）

部 長一 般 行 政 職 係 長 主 幹

区 分 5　　級 6　　級 7　　級 8　　級

課 長

一 般 行 政 職
主 事 ・ 主 事 補
技 師 ・ 技 師 補

主 任 主 事
主 任 技 師

主 査

区 分 1　　級 2　　級

1 級 5  23.8  

4 級 2  

2 級

区　　　分
行（一）　一般行政職

級 職員数(人) 構成比(％)

6 級 3  14.3  

3  

19.0  

14.3  

14.3  

9.5  

4  

8 級 －  －  

7 級 1  4.8  

計 21  100.0  

2 級 2  9.5  

1 級 6  28.6  

4　　級

23.8  

4.8  

5 級 2  9.5  

4 級 1  

計

3 級 5  

4  19.0  

令和7年1月1日現在

主 任 主 査

3　　級

令和8年1月1日現在

21  100.0  

8 級 －  －  

7 級 1  4.8  

6 級

5 級 3  

3 級
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　(４)　昇　給

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注1　昇給に係る職員数には、本年度支給額が昨年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注2　昇給に係る職員数には、当該年度支給額が前年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

％

100.0     

　

－     

一般行政職

一般行政職

－     

－     

2     

21     

19     

人

21     

21     

21     

19     

2     

人

％

100.0     

21     21     

2     

21     

21     

人

合　　計

％

－     

2     

－     

100.0     

19     

100.0     

区　　　　　分

前
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

 職　　員　　数 （Ａ）

8号給

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）
％

号給数別内訳

2号給

6号給 －     

4号給 19     

－     

区　　　　　分

（Ａ） 職　　員　　数
人

合　　計

6号給

本
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

号給数別内訳

2号給

4号給

8号給

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）
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(５)　期末手当・勤勉手当 (６)　地域手当

(７)　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

(８)　特殊勤務手当

(９)　その他の手当

有

24.58688

47.70900

24.58688 33.27075 47.70900

47.7090033.27075

24.58688 33.27075

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

通 勤 手 当 同

住 居 手 当 同

扶 養 手 当 同

－

代表的な特殊勤務手当の名称 －

（％）

差　　異　　の　　内　　容一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

支給期別支給率

6月
（月分）

12月
（月分）

4.0％ 
4.6002.300 2.300

(1.200) (1.200) (2.400)
有

(2.450)

4.650

同　上

全 地 域

支  給  率 4.0％ 

支給対象地域職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

21人 

備考
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

※注　（　　）は、再任用職員の標準的な支給率

国の制度
2.325

(1.225) (1.225)

4.650

前 年 度

区　　分

本 年 度

20年勤続の者
（月分）

同　　上

47.70900
定年前早期退職
特例措置
2％～45％加算

47.70900
一 般 会 計
と 同 じ

47.70900

国の制度
（支給率等）

区　　　　　　分

（％）

区　　分

－給料総額に対する比率

支給対象職員の比率（令和8年1月1日現在）

全 職 種

区　　分
支給率計
（月分）

備 考

国の指定基準
に基づく支給率

(1.225) (1.225)

2.325 2.325
有

一般会計
と 同 じ

支 給 対 象
職　 員　 数

2.325

(2.450)

本 年 度

前 年 度
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1 .

(1) 給 水 収 益 2,000,095

(2) 受 託 工 事 収 益 48,373

(3) そ の 他 営 業 収 益 36,364 2,084,832

２ .

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 781,985

(2) 配 水 及 び 給 水 費 349,783

(3) 受 託 工 事 費 56,740

(4) 総 係 費 172,195

(5) 減 価 償 却 費 716,379

(6) 資 産 減 耗 費 31,221

(7) そ の 他 営 業 費 用 100 2,108,403

　 23,571

３ .

(1) 受取利息及び配当金 550

(2) 加 入 金 20,050

(3) 他 会 計 負 担 金 1,584

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 123,002

(5) 雑 収 益 3,547

(6) 国 庫 県 費 補 助 金 1,012 149,745

４ .

60,399

(2) 雑 支 出 7,905 68,304

５ .

(1) 予 備 費 4,545 4,545 76,896

53,325

53,325

493

240,000

　 293,818

令和７年度藤枝市水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

(1)

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

当 年 度 純 利 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債取 扱 い 諸 費

予 備 費

経 常 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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イ 908,330

ロ 655,968

△ 381,323 274,645

ハ 32,438,786

△ 15,676,274 16,762,512

ニ 2,930,381

△ 1,725,374 1,205,007

ホ 27,230

△ 25,398 1,832

ヘ 110,697

△ 71,563 39,134

ト 735,862

19,927,322

イ 2,939

2,939

19,930,261

2,491,813

369,839

△ 2,700 367,139

47,983

2,906,935

22,837,196

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

有形固定資産合計

(2) 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

(1)

令和７年度藤枝市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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5,914,149

　 5,914,149

509,929

521,045

イ 15,365

15,365

80,000

1,126,339

イ 819,954

△ 494,153 325,801

ロ 102,639

△ 86,172 16,467

ハ 4,658,622

△ 2,887,404 1,771,218

ニ 259,001

△ 65,064 193,937

ホ 1,085,755

△ 251,568 834,187

ヘ 10,453

△ 781 9,672

3,151,282

3,151,282

10,191,770

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(4) その他流動負債

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

(1) 企 業 債

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

（単位：千円）
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10,031,295

10,031,295

イ 8,313

8,313

イ 14,000

ロ 2,298,000

ハ 293,818

2,605,818

2,614,131

12,645,426

　 22,837,196負 債 資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資本 金 合計

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

(1) 資 本 金

（単位：千円）
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イ 908,330

ロ 655,968

△ 391,768 264,200

ハ 33,379,768

△ 16,305,575 17,074,193

ニ 3,409,209

△ 1,787,211 1,621,998

ホ 42,429

△ 25,767 16,662

ヘ 114,428

△ 75,614 38,814

ト 190,206

20,114,403

イ 2,939

2,939

20,117,342

2,063,700

220,838

△ 3,000 217,838

51,383

2,332,921

22,450,263

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

現 金 預 金

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

(3)

流 動 資 産 合 計

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

貯 蔵 品

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

令和８年度藤枝市水道事業予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

資　　産　　の　　部

土 地

(1)

1

（単位：千円）

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

建 物

(2)

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

貸 倒 引 当 金

(1)

(2)

固 定 資 産 合 計
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5,624,639

　 5,624,639

520,109

390,375

イ 15,390

15,390

80,000

1,005,874

イ 819,954

△ 508,413 311,541

ロ 102,639

△ 86,975 15,664

ハ 4,751,274

△ 2,965,294 1,785,980

ニ 262,167

△ 69,053 193,114

ホ 1,085,755

△ 273,557 812,198

ヘ 10,453

△ 911 9,542

3,128,039

3,128,039

9,758,552

（単位：千円）

固 定 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

(1) 長 期 前 受 金

4 流 動 負 債

(1)

(4) その他流動負債

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

企 業 債

(2) 未 払 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 費 補 助 金

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 補 助 金
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10,031,295

10,031,295

イ 8,313

8,313

イ 14,000

ロ 1,927,000

ハ 711,103

2,652,103

2,660,416

12,691,711

　 22,450,263

（単位：千円）

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

6 資 本 金

(1)

資本金 合計

(2)

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
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注記  

１  重要な会計方針  

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法  

  貯蔵品  先入先出法による原価法  

（２）固定資産の減価償却の方法  

有形固定資産  

・減価償却の方法  

定額法（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。）  

  ・主な耐用年数      

建物          １５～５０年  

構築物         １０～６０年  

機械及び装置     １０～１５年  

車両運搬具      ４～５年  

器具及び備品     ３～１５年  

（３）引当金の計上方法  

ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当は、一般会計との協議により、その全部を一般会計が負

担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。  

イ  賞与引当金及び法定福利費引当金  

    職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、年度末における支給見込額に基づき、各年度の負担に属する額を計

上している。  

ウ  貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能

見込額を計上している。  

（４）消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  
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２  予定貸借対照表等関連  

（１）引当金の取崩し  

ア  賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し  

   令和７年度において、期末手当及び勤勉手当３８，３９４千円、これに

係る法定福利費を支出することとなったため、賞与引当金１４，２１０千

円を取り崩した。令和８年度において、期末手当及び勤勉手当３８，４５

９千円、これに係る法定福利費を支出することとなったため、賞与引当金

１５，３６５千円を取り崩した。  

  イ  貸倒引当金の取崩し  

    令和７年度において、不納欠損処分３，０００千円を行うこととなった

ため、貸倒引当金３，０００千円を取り崩した。令和８年度において、不

納欠損処分２，７００千円を行うこととなったため、貸倒引当金２，７０

０千円を取り崩した。  

 

３  減損損失  

（１）グルーピングの方法  

水道事業に使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで

すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、

全体を１つの資産グループとしている。ただし、遊休資産については、個々

の物件単位で別区分としている。  

（２）減損の兆候について  

各年度において、以下の資産について減損の兆候を確認した。  

区分  種類  所在地  

遊休資産  

土地、建物  ア  谷稲葉配水池跡地 (谷稲葉地内 ) 

土地、建物  イ  下大沢配水池跡地 (西方地内 ) 

土地、建物  ウ  唐沢水源地跡地 (岡部町岡部地内 ) 

土地、建物  エ  第１配水池跡地 (岡部町岡部地内 ) 

土地、建物  オ  第２配水池跡地 (岡部町内谷地内 ) 

土地  カ  村良水源用地 (岡部町村良地内 ) 

   なお、アからカの資産は、回収可能価額が帳簿価格を上回るため、減損損

失を認識しない。回収可能価額は、固定資産評価額を参考としている。  
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４  リース契約により使用する固定資産  

（１）リース会計に係る特例措置  

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。  

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額  

   １年内    １，２７９，７４０円  

   １年超    ３，２１８，６００円  

    計     ４，４９８，３４０円  
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収 入 支 出 明 細 書 
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　収　　入

1 水 道 事 業 収 益

1 営 業 収 益

1 給 水 収 益

2 受 託 工 事 収 益

3 そ の 他 営 業 収 益

2 営 業 外 収 益

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金

2 加 入 金

3 他 会 計 負 担 金

4 長 期 前 受 金 戻 入

目

令和８年度藤枝市水道事業会計収入支出明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項

－468－

（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

2,411,000

2,261,737

2,183,506

基本料金　　　                       　933,570千円

従量料金　　　　　

（１０㎥超～２５㎥）　　　　　　 　　652,215千円

（２５㎥超～５０㎥）　　　　 　　　　254,866千円

（５０㎥超～１００㎥）　　　　    　 　73,318千円

（１００㎥超）　　　　　　　　　　　　 269,537千円

    (上記のうち、消費税198,501千円）　

35,402

修 繕 工 事 収 入 1,131 消火栓修繕工事負担金

受 託 工 事 収 入 34,271 公共事業に伴う給配水管移設工事費負担金

42,829

材 料 売 却 収 益 110 配水工事用材料売却収益

手 数 料 3,387 証明、督促、設計審査、指定手数料

雑 収 益 39,332 下水道使用料徴収事務費負担金

149,263

4,500

預 金 利 息 4,500 大口定期預金利息

18,687

加 入 金 18,687 水道使用加入金

1,745

他 会 計 負 担 金 1,745 児童手当

119,061

償却資産取得等の財源に充当した補助金、工事

負担金等の収益化分

2,183,506

節

水 道 料 金

119,061長 期 前 受 金 戻 入
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5 雑 収 益

6 国 庫 県 費 補 助 金

款 項 目

－470－

（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

3,791

弁 償 金 1

そ の 他 雑 収 益 3,790 ボトル水売却収益等

1,479

県 費 補 助 金 1,479 地震・津波対策等減災交付金

節
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　支　　出

1 水 道 事 業 費 用

1 営 業 費 用

1 原 水 及 び 浄 水 費

2 配 水 及 び 給 水 費

款 項 目

－472－

（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

2,312,000

2,199,178

833,676

給 料 11,800 職員給

職 員 手 当 等 7,408 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 2,081 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 4,825 共済費

旅 費 85 普通旅費

備 消 品 費 1,097 水道施設維持管理用備消耗品等

燃 料 費 2,952 発電機用燃料等

光 熱 水 費 2,249 水道施設電灯料

通 信 運 搬 費 3,632 専用回線使用料等

委 託 料 157,367 水道施設維持管理業務委託等

手 数 料 24,230 水質検査手数料等

賃 借 料 738 非常用発電機運搬車両借上料等

修 繕 費 46,790 水道施設修繕費等

動 力 費 149,992 電力使用料

薬 品 費 4,955 次亜塩素酸ナトリウム等

負 担 金 227 水道技術者研修会負担金等

保 険 料 378 市有物件災害共済保険料

受 水 費 412,856 大井川広域水道企業団水道料

雑 費 14 重量税

399,399

給 料 44,469 職員給・会計年度任用職員給

職 員 手 当 等 22,928 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 5,068 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 13,861 共済費等

－473－



3 受 託 工 事 費

款 目項

－474－

（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

旅 費 173 普通旅費

備 消 品 費 595 給配水設備維持管理用備消耗品等

燃 料 費 16 発電機用燃料

印 刷 製 本 費 40 給水申込書印刷代等

通 信 運 搬 費 107 専用回線使用料

委 託 料 42,369 管路維持管理業務委託料等

手 数 料 23,722 水道メーター取替手数料

賃 借 料 751 借地料等

修 繕 費 200,325 給配水設備修繕費等

補 償 費 3,500 地下埋設物等移設補償費

水 道 メ ー タ ー 取 替 費 35,680 検定満期用水道メーター等

負 担 金 5,172 DX技術推進（上下水道管路）維持管理業務委託費負担金等

保 険 料 507 水道賠償責任保険料等

雑 費 116 重量税

48,503

給 料 4,260 職員給

職 員 手 当 等 3,413 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 798 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,576 共済費

旅 費 10 普通旅費

備 消 品 費 40 事務用消耗品等

修 繕 費 1,206 消火栓修繕費等

工 事 請 負 費 37,200 公共事業に伴う給配水管切廻し工事費

－475－



4 総 係 費

5 減 価 償 却 費

6 資 産 減 耗 費

7 そ の 他 営 業 費 用

款 項 目

－476－

（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

190,113

給 料 18,750 職員給

職 員 手 当 等 12,704 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 3,182 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 7,237 共済費等

旅 費 657 普通旅費

被 服 費 12 職員用被服

備 消 品 費 6,109 事務用備消耗品等

燃 料 費 1,200 車両用燃料

光 熱 水 費 138 ガス、下水道料金

印 刷 製 本 費 183 日計表印刷代等

通 信 運 搬 費 14,735 郵便料金、電話使用料等

広 告 費 517 藤枝の水広告掲出料

委 託 料 96,422 水道料金等検針収納業務委託料等

手 数 料 13,314 口座振替手数料等

賃 借 料 9,647 水道料金システムリース料等

修 繕 費 1,277 車両及び運搬具修繕費等

負 担 金 699 日本水道協会負担金等

保 険 料 205 市有物件災害共済保険料等

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,000 債権回収不能見込額

雑 費 125 重量税等

706,003

有形固定資産減価償却費 706,003

21,384

固 定 資 産 除 却 費 21,284 既設配水管等除却費

た な 卸 資 産 減 耗 費 100

100

材 料 売 却 原 価 100 配水工事用材料売却原価
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2 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

2 雑 支 出

3 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

3 予 備 費

1 予 備 費

款 項 目

－478－

（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

107,822

64,273

企 業 債 利 息 63,273 企業債借入金利息

借 入 金 利 息 1,000 一時借入金利息

3,549

そ の 他 雑 支 出 3,549 ボトル水売却原価等

40,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 40,000

5,000

5,000

予 備 費 5,000
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　収　　入

1 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

2 工 事 負 担 金

1 工 事 負 担 金

3 補 助 金

1 国 庫 県 費 補 助 金

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目項

－480－

（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

336,000

230,600

230,600

企 業 債 230,600 建設改良費の財源に充てるための企業債

101,917

101,917

工 事 負 担 金 101,917 公共下水道築造事業関連等

3,483

3,483

国 庫 補 助 金 3,483 社会資本整備総合交付金　　　　　　　　　　3,483

節

－481－



　支　　出

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 配 水 管 布 設 費

2 水 源 施 設 改 良 事 業 費

3 固 定 資 産 購 入 費

款 目項

－482－

（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

1,509,000

998,070

484,716

給 料 15,400 職員給

職 員 手 当 等 11,025 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 2,841 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 6,156 共済費

備 消 品 費 300 事務用備消耗品等

委 託 料 3,751 東部幹線（稲川地内）工法検討業務委託

賃 借 料 3,505 大判複写機リース料等

材 料 費 14,530 消火栓設置工事用資材等

工 事 請 負 費 427,208 配水管布設工事等

490,542

給 料 8,282 職員給

職 員 手 当 等 4,511 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,420 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 2,923 共済費

旅 費 260 普通旅費

備 消 品 費 100 事務用備消耗品等

委 託 料 51,846 遠方監視装置更新実施設計業務委託等

工 事 請 負 費 421,200 機械及び装置更新工事等

22,812

有 形 固 定 資 産 購 入 費 22,812 新設用水道メーター等
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2 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

3 予 備 費

1 予 備 費

項款 目

－484－

（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

509,930

509,930

企 業 債 償 還 金 509,930 企業債元金償還金

1,000

1,000

予 備 費 1,000
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－486－


